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１ 初めに 

本委員会は、平成27年10月に、人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生

総合戦略並びに第五次総合計画について、調査研究を行うため設置された。

総合計画は、市が目指す将来像を描くとともに、その実現のためのまちづ

くりの方向、基本方針、主な施策を定めた長期計画であり、行政各分野の計

画、事業の基本となるとともに、本市の行政運営の指針である。また、まち・

ひと・しごとの一体的な創生と好循環の確立を目指すために策定された総合

戦略も、総合計画に包含されるものである。 

そのため、本委員会は、総合計画を重点的調査事項とし、第五次総合計画

の策定作業を進めている長野市総合計画審議会との意見交換を行うととも

に、先進地の取組を視察するなどの調査を行ってきた。 

今までの調査研究に基づき、より良い第五次総合計画、さらには、より良

い長野市となるように、３から５の事項について提言するものである。 

２ 特別委員会の設置及び組織 

(1) 設置年月日  平成27年10月７日 

(2) 名   称  長野市議会総合計画等調査研究特別委員会 

(3) 調 査 事 項  人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略並び

に第五次総合計画について、調査・研究を行う。 

(4) 委 員 構 成（委員10名） 

委 員 長 岡 田 荘 史 （ 長 野 市 議 会 新 友 会 ）

副委員長 手 塚 秀 樹 （ 長 野 市 議 会 新 友 会 ）

委 員 野 本   靖 （ 長 野 市 議 会 新 友 会 ）

委 員 鈴 木 洋 一 （ 改 革 な が の 市 民 ネ ッ ト ）

委 員 生 出   光 （ 日本共産党長野市会議員団 ）

委 員 小 林 義 和 （ 日本共産党長野市会議員団 ）

委 員 松 木 茂 盛 （ 改 革 な が の 市 民 ネ ッ ト ）

委 員 中 野 清 史 （ 長 野 市 議 会 新 友 会 ）

委 員 つ げ 圭 二 （ 長 野 市 議 会 新 友 会 ）

委 員 近 藤 満 里 （ 公 明 党 長 野 市 議 員 団 ）
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３ 取組の重点化に関する提言 

総合計画は、行政各分野の基本となるものであり、市の施策を網羅するも

のであるため、基本構想や基本計画は総花的なものになってしまう傾向があ

る。 

しかしながら、人口減少の進行や厳しい財政状況下における自治体経営等

を考慮すると、取組の選択と集中が必要である。現在、毎年度策定する実施

計画により取組の重点化を図っているが、重点化を決定する方針が明確でな

い。また、基本構想や基本計画とは異なり、実施計画は主に行政で策定する

ため、市民意見も取組の重点化決定に反映しにくい。 

そのため、第五次総合計画では、取組の重点化に係る方向性を明確にし、

その方向性に基づき、実施計画により、取組の重点化を行うことが必要であ

る。その方向性を決定するに当たっては、以下の３点を踏まえ、決定するこ

と。 

(1) 人口減少対策に係る取組の重点化について 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠すると、2010年に約38万人で

あった本市の人口は、2060年には25万人を割り込むことが見込まれている。 

本委員会は、人口減少が地域の活力や経済力等の低下につながるものであ

るため、人口減少問題に対して、非常に強い危機感を抱き、早急に取り組む

べき最重要課題と考えている。 

市長も、人口減少問題を市政の最重要課題と位置付け、平成26年９月26

日に「人口減少に挑む長野市長声明」（以下「市長声明」という。）で強い決

意を発表している。 

また、人口減少問題は、本市のみならず、全国的にも重要課題である。国

は、急速な少子高齢化に対応し、人口減少に歯止めを掛けるとともに、東京

圏への人口の一極集中を是正し、各地域で住みよい環境を確保して、将来に

わたり活力ある日本社会を維持していくため、平成26年11月に「まち・ひと・

しごと創生法」を策定した。本市においても、この法律に基づき、本年２月

に総合計画に包含されるものとして、「長野市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」が策定された。 

以上のことから、総合計画においても、人口増に係る取組を重点化の柱と

位置付けること。また、総合戦略の見直しに当たっては、以下のア及びイを

踏まえ、見直しを行うこと。 
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  ア 定住人口増に係る取組について 

   (ｱ) 自然増に係る取組について 

自然増に係る取組は、地方自治体だけでは解決が難しい課題ではあ

るが、人口が減少すればするほど、出生率が向上しても、人口増には

結び付かないため、喫緊に対策を行う必要がある。 

    ａ 学校教育について 

小・中学校は地域の基盤であり、地域の活力につながる存在であ

ることを踏まえて、学校の存続の在り方について、地域事情を考慮

しながら慎重に検討すること。また、本市全体としての小中一貫校、

中高一貫校の在り方について方針を示すとともに、教育力向上に向

けた取組を推進し、第五次総合計画期間内において、教育立市、信

州教育再生に向けた礎となるような教育行政の充実を図ること。 

    ｂ 保育の充実について 

「市民意識アンケート」によると、理想の子供の人数を持つため

に重要なこととして、経済的支援の充実を挙げる子育て世代が多い

ことを踏まえ、経済的負担の大きい保育料に対する支援等、子育て

支援の大胆な拡充を図ること。 

    ｃ 奨学金、通学費等の就学支援の拡充について 

奨学金対象者の拡大、貸付額の増額等の奨学金制度の拡充を図る

とともに、雇用者の奨学金返済支援を行う企業に対し、インセンテ

ィブを付与する等の奨学金貸与者の負担軽減を図ること。 

また、中山間地域の中学生、高校生等の通学費支援に向けた取組

等により、教育に関する経済的支援を行うこと。 

   (ｲ) 社会増に係る取組について 

    ａ 地域産業の活性化及び雇用対策について 

移住者増加のための重要な要素である雇用の質及び量の向上には、

既存企業による地域産業の活性化が必要である。そのために、研究

機関や金融機関等と連携した総合支援体制の整備、トップセールス

の強化等により、地域産業の競争力強化を図ること。 

    ｂ 企業、大学等の誘致について 

産業団地の確保や、企業、工場、大学等を誘致するための優遇制

度の創設、拡充等により、本市の課題である進学や就職を契機とし

た若年層の人口流出の抑制を図ること。 
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    ｃ 起業の促進について 

本市の創業比率は、全国的に低位であるため、起業に意欲的な人

材の育成や移住促進を図るとともに、金融機関等と連携した支援体

制の強化を図ること。併せて、新たな産業の創出に向けた取組を支

援すること。 

    ｄ 農業振興、６次産業化について 

新規就農支援制度の拡充や積極的広報により、農業振興を図るこ

と。また、新品種への転換、６次産業化に当たっては、販売網の構

築を同時に行うとともに、農産物の海外輸出の振興を図ること。 

  イ 交流人口増に係る取組について 

   (ｱ) 地域資源の活用について 

中山間地域等に埋もれている地域資源の魅力を再発見し、その隠れ

た資源を善光寺等と結び付け、市内を循環、滞在してもらえるような

観光施策の推進を図ること。また、元気な高齢者も長野市の大切な地

域資源であり、そうした高齢者をボランティアガイド等として活用し

た取組を推進すること。 

   (ｲ) インバウンドの推進について 

外国人旅行者は年々増加しており、そうした需要に対応できるよう

に受入体制の整備を図るとともに、連携都市や北信地域を初めとした

広域連携により、インバウンドに係る取組を行うこと。 

(2) 市民意見による取組の重点化について 

第四次総合計画では、取組の重点化を実施計画で行っており、直接市民意

見が反映しにくいスキームとなっている。 

本委員会で視察した尼崎市では、毎年度の市民意識調査による施策の重要

度と満足度に基づき、重点化施策を決定していた。 

本市においても、20歳以上の市民を対象としたまちづくりアンケートで施

策の満足度や優先度を調査しているが、その調査結果を更に積極的に活用す

ることが求められる。 

また、総合計画は、将来のまちづくりの基本方針を定めるものであり、子

供や若者の意見も重要である。 

以上を踏まえ、子供、若者を初めとする様々な年代から、アンケートやワ

ークショップ等の開催を通じて市民意見を聴取し、その意見を取組の重点化

決定に生かすこと。 
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(3) 地域ごとの取組の重点化について 

本市は、834.81平方キロメートルという広大な市域面積を有し、市街地地

域、市街地周辺地域、中山間地域と多様な地域がある。また、平成17年及び

平成22年に２度の市町村合併を行い、文化的にも様々な特色を持っており、

地域で課題が異なっている。 

例えば、中山間地域は、他地域より高齢化率が高く、公共交通対策は大き

な課題である。公共交通ネットワークの再構築、客貨混載等により、効率的

運用による持続可能な交通体系の整備を図り、中山間地域で暮らし続けるこ

とが可能な生活環境を整える必要がある。 

また、市長声明においても、特色ある地域づくりを掲げ、中心市街地や中

山間地域の活性化など、地域の実情に応じたまちづくりの推進を目指してい

る。 

以上のことから、地域ごとに取組の重点化を図り、地域特性を生かした特

色あるまちづくりを推進すること。 

４ 総合計画の実効性に関する提言 

計画は、その計画に定められた施策が実行されてこそ、意味を成すもので

ある。 

そのため、総合計画においても、市民や事業者との役割分担、協働の方向

性を示し、推進体制を明確にするとともに、以下の４点を踏まえて実効性を

担保すること。 

(1) 現状分析について 

第五次総合計画を策定するに当たり、第四次総合計画の現況と課題の把握

や様々なアンケート等により、現状分析に努めてはいるが、更に深い現状分

析が必要であり、同一の事象も正負両面から分析を行い、現状を正確に把握

することが必要である。 

例えば、移住相談会に訪れた移住希望者や転出者等にアンケートを行うな

ど、市内だけでなく市外からも見た長野市の強み、弱みを再認識し、長野市

の特性を生かした計画につなげることが重要である。 

また、アンケートは、その時点での傾向を捉えるためには効果的であるが、

変化や推移を把握することは難しい。そのため、モニター制度等を併用し、

変化や推移を把握することが、効果的な現状分析につながると考えられる。 

以上を踏まえ、現状分析は、実のある計画を策定するための出発点である

ため、多角的かつ深い現状分析に努めること。 
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 (2) 計画の周知について 

第四次総合計画の周知は、ホームページ、広報ながのや記者会見等を通じ

て、策定時には積極的に行われてきた。また、生徒版の第四次総合計画後期

基本計画を作成するなど、子供に対する広報にも取り組んできたものの、市

民への認知度は、まだまだ低い状況である。 

第五次総合計画の基本構想案では、「オールながの」をまちの将来像に掲

げているが、「オールながの」で計画を推進するためには、市民、事業者に

総合計画の浸透を図ることが必要不可欠である。 

また、当然ながら市職員の総合計画に対する理解度を上げることも重要で

あり、自分の担当業務が総合計画のどこに位置付けられているかを理解し、

マクロ的視点で自分の担当業務を見ることにより、担当業務、さらには、計

画の推進につながると考えられる。 

以上を踏まえ、総合計画策定後においても、子供や若者も含め、様々な年

代に対し、積極的広報に努めるとともに、市職員の総合計画に対する意識及

び理解の向上を図ること。 

(3) 計画の表現について

「オールながの」で計画を推進するためには、市民等に総合計画を理解し

てもらうことが重要であることから、誰にでも分かりやすく明確な表現に努

めること。 

(4) 指標の設定について

指標や目標値を設定し、検証することは、計画の実効性を担保するために

重要なものである。第四次総合計画では、的確に効果を検証できない指標も

見受けられた。 

そのため、第五次総合計画策定に当たっては、アウトカムを意識し、定量

的指標と定性的指標をバランスよく組み合わせることにより、実態を把握し

やすい指標の設定に努めること。また、定期的に数値を公表し、進捗状況の

見える化を図ること。 
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５ 総合計画の計画期間等に関する提言 

第四次総合計画は、基本構想10年、基本計画５年という計画期間で策定さ

れ、第五次総合計画においても、同じ計画期間で策定作業が進められている。 

総合計画は、予算と連動しているため、検証期間等を考慮した場合に、計

画期間を５年とすることに一定の合理性はある。また、市の総合的かつ計画

的な行政運営の指針として、長期的展望を示すものであり、普遍性が求めら

れるものである。 

しかしながら、現在の計画期間だと、昨今の時代の変化の早さに対応でき

ないものとなる懸念がある。また、市民の声もすぐには反映しにくい計画期

間となっている。 

本委員会で視察した熊本市では、市長の方針が総合計画に反映しやすいよ

うに、市長任期に合わせ計画期間を４年としていた。 

本市においても、第五次総合計画策定に当たり、市民の声、市長の方針及

び議会の意見の反映のしやすさや時代の変化への対応という観点から、計画

期間を再考すること。 

最後に、本委員会では、総合計画策定における議会の関わり方も課題であ

ると考えており、行政及び議会の両方で、総合計画策定に対する議会の積極

的関与を検討すべきだと考えている。 
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６ 調査研究の経過 

番号 開催年月日 調査事項等 

１ 
平成27年 

10月７日
・正副委員長の互選 

２ 10月16日 ・総合計画及び総合戦略策定スケジュールについて 

３ 10月22日 ・総合戦略と連携中枢都市圏構想について 

４ 11月13日
・連携中枢都市圏構想について 

・総合戦略のＫＰＩと主な取組について 

５ 12月８日

・総合計画について 

・連携中枢都市圏構想について 

・総合戦略（案）に対する市民意見等の募集について 

６ 
平成28年 

１月12日
・第四次長野市総合計画について 

７ 
１月20日

～１月22日
・行政視察（熊本市、姫路市、尼崎市） 

８ １月28日 ・第五次総合計画基本構想（素案）について 

９ ２月９日

・長野市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）、長野

市人口ビジョン（案）及び（仮称）長野地域連携中

枢都市圏ビジョン（案）に対する市民意見等の募集

結果について 

10 ２月10日
・10 年後の長野市の将来像について（長野市総合計画

審議会との意見交換） 

11 ２月19日 ・提言書に取り入れるべき事項について 

12 ３月８日 ・提言書の骨子案について 

13 ３月23日
・第五次総合計画基本構想（案）について 

・総合戦略アクションプランについて 

14 ４月８日 ・提言書（案）について 

15 ４月25日 ・総合計画に関する提言について 


